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１．現状 

 

二次電池とは、充電して何度も使える電池であり、家電、事務機器、通信機器、防災

機器、雑貨など様々な製品において使用されている。二次電池には様々な種類があるが、

このうち、ニカド電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン二次電池、小形シール鉛蓄

電池がいわゆる小形二次電池として家庭等で使用する機器等に使用されている。 

小形二次電池の回収・リサイクルの現状（現在はニカド電池が中心）をフロー図で示

すと、概ね別紙１のとおりであり、大別して、機器の下取りや保守・点検、修理の際に

機器メーカー（又はその委託を受けた者）を中心に回収されるルートと、電池メーカー

が中心となって電気店の店頭等で回収されるルートに分けられる。 

他のニッケル水素電池、リチウムイオン二次電池については、今後排出が拡大すると

見込まれるが、概ねニカド電池と同様の回収状況にあると考えられる。 

これまで（社）電池工業会においては、ニカド電池など小形二次電池の回収・リサイ

クルへの対応を図るため、電池の販売店などと協力して回収・リサイクルの体制を構築

している。すなわち、電池使用機器の販売店などは、使用済みの小形二次電池の回収窓

口として回収ボックスを活用した収集を行っている（消費者からは無償で回収されてい

る。）。また、防災機器、携帯電話、電動工具など一部の機器については、機器メーカー

等により回収が行われている。 

こうして収集された小形二次電池は、宅配便等によりリサイクラー（非鉄金属業者な

ど）まで送付されている。 

 

 【参考１】小形二次電池の国内出荷数量（１９９９年度） 

    ニカド    ：１億４，１１６万個 

    ニッケル水素 ：  ６，３７３万個 

    リチウムイオン：１億５，１０５万個 

    小形シール鉛 ：    ５１９万個 

    合計     ：３億６，１１３万個 

  （出典：電池工業会資料） 

 

 なお、小形二次電池の販売形態は、ほとんど（出荷量の約９７％）が機器に組み込ま

れて販売される形式であり、残りの約３％が二次電池単体での小売形態である。 

 

 【参考２】ニカド電池の回収量（１９９９年度） 

  機器メーカーによる回収  ４０３トン 

   メンテナンス等の際の回収 １９７トン 

   電炉ダスト等       ５１３トン 

   その他           ７０トン 

   合計         １，１８３トン 

   （出典：電池工業会資料） 
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２．今後の方向性 

 (1) 対象となる小形二次電池 

 小形二次電池は、その製造事業者、販売事業者などによってその一部については

既に回収が行われており、その回収されたものをリサイクルすることが技術的に可

能であるとともに、それらをリサイクルすることは廃棄物の発生抑制及び資源の有

効な利用を図る上で重要であることから、今般、ニカド電池のほか、ニッケル水素

電池、リチウムイオン二次電池、小形シール鉛蓄電池を回収・リサイクルの対象と

なる小形二次電池とする。なお、こうした対応は、カドミウムや鉛などの有害物質

の拡散防止にも資するものと考えられる。 

 自動車（二輪車を含む。）用鉛蓄電池については、メンテナンスや修理などの際に

ユーザーから回収・リサイクルされるシステムが既に整備されており、現在９５％

以上が回収され、再生利用されていることから、今般の回収・リサイクルの対象と

はしないこととする。 

 また、乾電池などの一次電池については、経済的、効率的なリサイクル技術が世界

的に確立されていないことから、リサイクルの対象とすることについては今後慎重に

検討すべきである。 

 

 (2) 小形二次電池の回収・リサイクルに係る資源有効利用促進法上の位置づけ 

 資源有効利用促進法における小形二次電池の回収・リサイクルを促進するための規

定は以下のとおり。 

① 指定再利用促進製品（リサイクル配慮設計） 

再生資源・再生部品の利用を促進することが資源の有効な利用を促進する上で特

に必要な製品として、小形二次電池使用機器を政令で指定する。 

主務大臣は、再生資源・再生部品の利用を促進するような製品の設計等について、

指定再利用促進事業者（小形二次電池使用機器メーカー：定義については後述）の

取り組むべき事項に関する判断基準を省令で定める。 

② 指定表示製品（分別回収の表示） 

  分別回収をするための表示をすることが資源の有効な利用を図る上で特に必要な

製品として、小形二次電池を政令で指定する。 

主務大臣は、分別回収を促進するための表示について、指定表示事業者（小形二

次電池メーカー：定義については後述）の取り組むべき事項に関する判断基準を省

令で定める。 

③ 指定再資源化製品（事業者の回収・リサイクル） 

 事業者により回収することが経済的に可能であり、かつ再生資源の有効利用を図

る上で特に必要なものとして、小形二次電池を政令で指定する。 

 これと併せ、指定再資源化製品を部品として使用する製品として、小形二次電池

使用機器を政令で指定する。 

 主務大臣は、指定再資源化事業者（小形二次電池メーカー及び小形二次電池使用

機器メーカー）の取り組むべき回収・リサイクルに関する判断基準を省令で定める

（省令案の骨子についてはＰ．７以降を参照。）。 
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 (3) 回収・リサイクルの実施主体 

 これまでは、電池工業会（電池メーカー）を中心に、関係団体等の協力を得て小形

二次電池の回収・リサイクルを行ってきたところであるが、今後は広く関係者の協力

を得て小形二次電池の回収・リサイクルを進めることとする。 

 特に小形二次電池使用機器メーカーは、市場に小形二次電池を供給することに一定

の役割を果たしており、また自社で販売した小形二次電池使用機器についてはその流

通経路を把握し得る可能性があり、現在でも機器メーカールートでメンテナンス等の

際に回収されている小形二次電池の量は多い。 

 したがって、小形二次電池使用機器メーカーに対し、小形二次電池の回収に係る役

割分担を求めることが適当であると考えられる。 

 以上を踏まえると、小形二次電池のリサイクルに係る電池メーカーと機器メーカー

の役割分担は、以下のとおりとすることが適当である。 

 

① 小形二次電池メーカーの役割 

 小形二次電池メーカー注１は以下の役割を担う。 

ⅰ 分別回収を促進するための小形二次電池への識別表示を行う。 

ⅱ 自社で製造し、若しくは他の事業者に委託して製造し、又は海外から輸入して、

販売した小形二次電池について、実効ある自主回収注２の体制を整備しリサイク

ルを実施する。また、回収を行った小形二次電池のリサイクルについては、一定

の目標値（リサイクル率）を主務省令で定めることとする。 

ⅲ 機器メーカー、市町村が回収した小形二次電池の引き取りを求められた場合は、

これを引き取り、リサイクルする。 

ⅳ 小形二次電池の分別回収、リサイクルの促進のため、、事業者による自主回収

体制が活用されるよう、一般消費者に対し、自治体や機器メーカーなどとも連携

しつつ普及啓発・情報提供を行う。 

注１：小形二次電池を製造する事業者（本報告書では単に「電池メーカー」とい

う。）。小形二次電池の製造を他の事業者に委託しており、その際、材料、設

計、自己の商標の使用等に関する指示を行うなど実質的に製造を行っている

事業者を含む。また、海外から小形二次電池を輸入し、国内で販売する事業

者を含む。（ただし、指定再資源化製品に基づく回収・リサイクルついては、

小形二次電池使用機器メーカーが、二次電池使用機器を製造するにあたり部

品として使用する小形二次電池につき上記指示を行っている場合においても、

当該機器メーカーは電池メーカーではなく機器メーカーとしての役割を担う

こととする。）。 

注２：「…（中略）…自主回収（自ら回収し、又は他の者に委託して回収すること

をいう。以下同じ。）…（後略）」（資源有効利用促進法第２条第１２項参

照） 

 

② 小形二次電池使用機器メーカーの役割 

 小形二次電池使用機器メーカー注は以下の役割を担う。 
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ⅰ 小形二次電池使用機器については、排出時等において小形二次電池の取り外し

が容易である構造の採用並びに機器及び取扱説明書などに、製品が小形二次電池

を使用していることについての表示又は記載を行う。 

ⅱ 自社製品に使用した小形二次電池を自主回収し、リサイクルを実施する者に引

き渡すか、または自社でリサイクルを実施する体制を整備する。 

  なお、回収の実効性を確保するため、機器毎に、具体的な回収促進手法を検討

するとともに、産構審のガイドラインで定める全体の回収目標との整合性を勘案

しつつ、自主的な回収目標を定める（各業界団体において検討されている回収・

リサイクル体制は、別添資料のとおり。）。 

ⅲ 小形二次電池の分別回収、リサイクルの促進のため、事業者による自主回収体

制が活用されるよう、一般消費者に対し、自治体や電池メーカーなどとも連携し

つつ普及啓発・情報提供を行う。 

注：小形二次電池使用機器を製造する事業者（本報告書では単に「機器メーカー」

という。）。小形二次電池使用機器を他の事業者に委託して製造しており、その

際、材料、設計、自己の商標の使用等に関する指示を行っている事業者及び海

外から二次電池使用機器を輸入し、国内で販売する事業者を含む。 

 

 また、対象となる小形二次電池使用機器は、以下の機器とする。 

  ○ 家電 

 ビデオカメラ、デジタルスチルカメラ、ヘッドホンステレオ、電気かみそり、 

 電動歯ブラシ、ハンディークリーナー 

  ○ 事務機器 

 パソコン、プリンター、ハンディーターミナル、無停電電源装置 

  ○ 通信機器 

 コードレスフォン、携帯電話・ＰＨＳ、ＭＣＡシステム用通信装置、 

 簡易無線用通信装置、アマチュア用無線機、ファクシミリ、電話交換機 

  ○ 防災機器 

 非常用照明器具、誘導灯、火災警報装置、防犯警報装置、電源装置 

  ○ 医療機器 

 家庭用電気治療器、電動車いす、医療用機器 

  ○ 雑貨その他 

 電動工具、電動式玩具、電動アシスト自転車 

 

③ 電池メーカー及び機器メーカーの役割分担 

 小形二次電池の回収にあたり、電池メーカー及び機器メーカーは、各事業者が共

同して回収体制を構築するか、又は個別に回収体制を構築することとする。 

 回収された小形二次電池は、電池メーカーがリサイクルを行うこととする（機器

メーカー自らリサイクルを行うことも可能。）。 

 電池メーカー及び機器メーカーは、小形二次電池の回収・リサイクルを促進する

ために必要な普及啓発、情報提供その他必要な措置を講ずることとする。 
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 なお、現在、電池メーカーは、共同して回収・リサイクル体制を構築するべく調

整を進めており、主務大臣の認定を受けた認定指定再資源化事業者として、広く他

の事業者による小形二次電池の回収・リサイクルにあたっての受け皿となることも

視野に入れて検討を進めているところである（仮称：小形二次電池リサイクル協会

(Japan Battery Recycling Association)。別紙２参照。）。 

 

(4) 回収率向上のための方策について 

① 回収率の目標 

電池メーカー及び機器メーカーは、小形二次電池の回収・リサイクルの状況を毎

年度公表することとする。 

また、国は、「産業構造審議会 廃棄物・リサイクル小委員会 品目別廃棄物処

理・リサイクルガイドライン」において回収率の目標を定めることとする。さらに、

回収・リサイクルの実施状況について定期的に把握するとともに、回収・リサイク

ルの実効性について定量的評価・検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講

ずることとする。 

 
② 自治体の対応 

 小形二次電池が埋立処分されないための仕組みを構築するためには、市町村をは

じめとする自治体の協力が必要であり、例えば市町村においては以下のような対応

が考えられる。 

・ 小形二次電池の回収・リサイクルの必要性等に関する消費者への普及啓発 

・ 消費者からの回収方法に係る情報提供（事業者による自主回収体制や小形二次

電池の回収拠点の紹介など） 

・ 公共施設等利便性の高い場所への回収ボックスの設置 

 また、自治体が小形二次電池の回収を行う場合には、電池メーカーは、適切に回

収された小形二次電池を無償で引き取るとともに、引取りに係るルールを整備する

こととする。 

   

③ 消費者への普及啓発と回収に係るインセンティブについて 

 ⅰ 普及啓発 

一般家庭で使用されている家電製品等に使用されている小形二次電池が使用済

みになった際に円滑に排出されるとともに、埋め立て処理されることなく分別回

収・リサイクルが行われるようにするためには、広く一般消費者の協力を求める

ことが必要である。 

現時点では、小形二次電池に関する一般消費者の理解は十分には進んでいない

と考えられることから、今後、機器メーカー及び電池メーカーは、自治体とも協

力して以下のような事項についての普及啓発活動を行う必要がある。 

 

 【具体的な普及啓発の内容】 

 ・ 小形二次電池の種類、形状 
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 ・ 小形二次電池使用機器の種類、小形二次電池の使用箇所 

 ・ 小形二次電池の分別回収・リサイクルの必要性 

 ・ 小形二次電池の分別回収の実施方法、事業者（場合によっては自治体）の分

別回収を行う場所 

 ・ 機器が小形二次電池を使用していること、小形二次電池の分別回収・リサイ

クルの必要性などについての取扱説明書等への表示 

 

ⅱ 回収に係るインセンティブ 

 一般消費者からの回収については、既に電池メーカーの自主的な取組として回

収ボックスによる無償回収が実施されていることから、今後も無償で回収するこ

ととするとともに、排出者にインセンティブを付与することにより、回収をより

一層促進することが適切である。また、小形二次電池の２００５年度における年

間排出量は、約２億１，０００万個であると見込まれ、１世帯あたりの平均排出

量は、全国４，４００万世帯とすると、おおむね４～５個／年程度であることか

ら、こうした排出実態を勘案し回収体制を構築することが重要である。 

 例えば、以下のような方法により、インセンティブを効果的に発揮させること

が適当である。 

・ ベルマーク運動などを参考に学校における回収を促進する。 

・ 小形二次電池の回収量の多いリサイクル協力店クラブ等に対する顕彰・賞品

の提供など、回収拠点に対して回収を促すためのインセンティブを付与する。 

・ モデル的に、一定の期間、一定の場所において、小形二次電池の回収を行う

者を公募等により選択して協力を求め、回収量に応じてインセンティブを付与

し、回収率の向上を図る（協力者に対し、回収量に応じた報償を付与するほか、

さらに一般消費者に対しては、いわゆるデポジット制度を参考にした回収促進

方法等が考えられるが、具体的方法については公募によることとする。）。 

 

 (5) 廃棄物処理法上の方策について 

使用済み指定再資源化製品が廃棄物処理法に定める廃棄物となる場合、この収集運

搬、処分を行う場合には、廃棄物処理法に基づく適正な処理が基本となるが、資源有

効利用促進法第３１条においては製造事業者等が行う自主回収及び再資源化の円滑な

実施が図られるよう適切な配慮をすることとされている。 

今後、電池メーカーが中心となって構築することとしている回収・リサイクル体

制においては、回収ボックスにおいて消費者から集められた使用済み小形二次電池

及び事業場等において使用機器から分別回収された使用済み小形二次電池を回収・

リサイクルすることが検討されている。また、機器メーカーにおいても独自に構築

することとしている回収・リサイクル体制において、事業系の使用済み小形二次電

池を回収・リサイクルすることが検討されている。 

使用済み小形二次電池については、これまでも既に電池メーカーや機器メーカー

の自主的な回収が実施され一定の効果を上げていることから、必要に応じて、指定

再資源化事業者が中心となって広域的な収集運搬・処分の体制を責任を持って整備
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する場合には、製造事業者等による広域的な収集運搬・処分を実施する際に必要な

許可を不要とする環境大臣の指定制度を活用することが必要である。 

 

 (6) 小形二次電池の回収・リサイクルに係る判断基準について 

 以上を踏まえると、電池メーカー及び機器メーカーによる小形二次電池の回収・リ

サイクルに関する指定再資源化製品に係る判断基準においては、それぞれ以下のよう

な項目を盛り込むこととする。 

 また、本法における取り組みは、回収・リサイクル体制の今後の整備状況を踏まえ

つつ、平成１３年４月より開始することとする。 

 

小形二次電池の製造事業者等に係る 

自主回収及び再資源化の実施に関する判断の基準に盛り込むべき事項 

 

１．小形二次電池の自主回収の実効の確保その他実施方法に関する事項 

【実施方法に関する事項】 

(1) 小形二次電池の製造事業者又は自ら輸入した小形二次電池の販売の事業を行う者
（以下「製造事業者等」という。）は、自らが製造等を行った小形二次電池が使用

済みになったもの（以下「使用済み小形二次電池」という。）について、排出者か

ら回収する体制を整備し、当該使用済み小形二次電池の回収を行うこと。 

(2) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、他の指定再資源化

事業者と共同してこれを行うか、又は単独でこれを行うこと。 

(3) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、小形二次電池若し

くは小形二次電池使用機器の修理、加工又は小売販売の事業を行う者その他の者に

対し、必要な協力を求めること。 

(4) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収に係る業務を他の者に委託するこ
とができる。 

(5) 製造事業者等は、(1)の回収体制について、あらかじめ公表すること。 
 

【自主回収の実効の確保に関する事項】 

(6) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収の状況を毎年度公表すること。 
(7) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、回収の実効性が確
保されるよう、消費者からは無償で回収するとともに、排出者に対するインセン

ティブの付与その他の必要な措置を講ずること。 

 

２．小形二次電池の再資源化の目標に関する事項及び実施方法に関する事項 

【実施方法に関する事項】 

(1) 製造事業者等は、１．に基づいて使用済み小形二次電池を回収したときは、次の

方法によりその再資源化を行うこと。 

・金属を金属又は金属化合物の原料として利用することができる状態にすること。 

・その他の再生資源として利用することができる状態にすること。 
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(2) 製造事業者等は、再資源化に係る業務を他の者に委託することができる。 
 

【再資源化の目標に関する事項】 

(3) 再資源化等の目標は、１．に基づいて回収した使用済み小形二次電池の重量に対
する、当該使用済み小形二次電池のうち(1) に基づく再資源化が行われた重量の合

計の割合をもって表されるものとする。 

(4) 製造業者等は、１．に基づいて回収した使用済み小形二次電池に係る再資源化の

目標を定める。再資源化の目標の設定の考え方は次のとおり。 

小形二次電池に含まれる金属など回収可能物の構成比を踏まえて設定する。各小形二次電池

の再資源化にあたっては、回収可能物を技術的に可能な限り回収・リサイクルし（回収可能物

の９割程度）、特にカドミウムや鉛は確実に回収・リサイクルをするものとする。こうした前提

に立てば、 (3)の算定方法によると、再資源化率の目標は、密閉形ニッケル・カドミウム蓄電

池については６０％以上、密閉形ニッケル・水素蓄電池については５５％以上、リチウム二次

電池については３０％以上、小形シール鉛蓄電池については５０％以上とすることとする。 

 (5) 製造事業者等は、再資源化の状況を毎年度公表すること。 
 

３．市町村との連携に関する事項 

(1) 製造事業者等は、市町村が当該製造事業者等に使用済み小形二次電池の引取りを
求める場合に当該市町村が満たすべき引取りの条件について、あらかじめ公表する

こと。 

(2) 製造事業者等は、前項に基づいて公表した条件に基づいて市町村から当該事業者
等に使用済み小形二次電池の引取りを求められた場合は、当該使用済み小形二次電

池を引き取ること。また、適切に分別回収されたものについては無償で引き取るこ

と。 

 

４．その他自主回収及び再資源化の実施に関し必要な事項 

(1) 使用済み小形二次電池の分別回収及び再資源化を促進し、製造業者等による回収
体制が活用されるよう、必要な情報の提供及び普及啓発を行うこと。 

(2) 製造事業者等は、自ら使用済み小形二次電池の回収又は再資源化を行うときは、

廃棄物処理法その他の関係法令に照らし適切である方法によること。 

(3) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収又は再資源化に係る業務を他の者
に委託するときは、当該業務が廃棄物処理法その他の関係法令に照らし適切である

方法によって行われることを確保すること。 
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小形二次電池使用機器の製造事業者等に係る 

自主回収及び再資源化の実施に関する判断の基準に盛り込むべき事項 
 

１．小形二次電池の自主回収の実効の確保その他実施方法に関する事項 

【実施方法に関する事項】 

(1) 小形二次電池使用機器の製造事業者又は自ら輸入した小形二次電池使用機器の販
売の事業を行う者（以下「製造事業者等」という。）は、自らが製造等を行った小

形二次電池使用機器に部品として使用される小形二次電池が使用済みとなったもの

（以下「使用済み小形二次電池」という。）について、排出者から回収する体制を

整備し、当該使用済み小形二次電池の回収を行うこと。 

(2) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、他の指定再資源化
事業者と共同してこれを行うか、又は単独でこれを行うこと。 

(3) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、小形二次電池若し

くは小形二次電池使用機器の修理、加工又は小売販売の事業を行う者その他の者に

対し、必要な協力を求めること。 

(4) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収に係る業務を他の者に委託するこ
とができる。 

(5) 製造事業者等は、(1)の回収体制について、あらかじめ公表すること。 
 

【自主回収の実効の確保に関する事項】 

(6) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収の状況を毎年度公表すること。 

(7) 製造事業者等は、(1)の回収体制の整備を行うにあたっては、回収の実効性が確
保されるよう、消費者からは無償で回収するとともに、排出者に対するインセン

ティブの付与その他の必要な措置を講ずること。 

 

２．小形二次電池の引渡しの実施方法に関する事項 

(1) 製造事業者等は、１．に基づいて使用済み小形二次電池を回収したときは、当該
小形二次電池の製造事業者又は自ら輸入した当該小形二次電池の販売の事業を行う

者に引渡すこと。ただし、回収した当該小形二次電池について、自ら又は再資源化

を行い得る他の者に委託（販売を含む。）して再資源化を行うことを妨げない。 

(2) 製造事業者等は、引渡しに係る業務を他の者に委託することができる。 
(3) 製造業者等は、(1)により自ら又は再資源化を行い得る他の者に委託（販売を含

む。）して再資源化を行う場合においては、小形二次電池製造業者等が遵守する再

資源化の目標に関する事項及び実施方法に関する事項に沿った処理を行うこと。 

 

３．その他自主回収及び引渡しの実施に関し必要な事項 

(1) 使用済み小形二次電池の分別回収及び再資源化を促進し、製造業者等による回収
体制が活用されるよう、必要な情報の提供及び普及啓発を行うこと。 

(2) 製造事業者等は、自ら使用済み小形二次電池の回収又は引渡しを行うときは、廃
棄物処理法その他の関係法令に照らし適切である方法によること。 
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(3) 製造事業者等は、使用済み小形二次電池の回収又は引渡しに係る業務を他の者に
委託するときは、当該業務が廃棄物処理法その他の関係法令に照らし適切である方

法によって行われることを確保すること。 

 

 

 

３．期待される効果 

(1) 回収見込みについて 

 以上のような取り組みにより、主要機器毎の回収状況は以下のように改善されると

見込まれる。 

  ① 家電 

 別添資料１のような取り組みにより、家電に使用される小形二次電池については、

９９年度の回収量がニカド電池６０トン、ニッケル水素電池６トン、リチウムイオ

ン電池３６トン、小形シール鉛蓄電池４３トン、計１４５トンであるところ、２０

０５年度にはニカド電池３６トン、ニッケル水素電池７８トン、リチウムイオン電

池２３２トン、小形シール鉛蓄電池４２トン、計３８８トンになると見込まれる。 

  ② 事務機器 

 別添資料２及び１１のような取り組みにより、事務機器に使用される小形二次電

池については、９９年度の回収量がニカド電池８０トン、ニッケル水素電池３９ト

ン、リチウムイオン電池７６トン、計１９５トンであるところ、２００５年度には

ニカド電池２５トン、ニッケル水素電池４６トン、リチウムイオン電池１６９トン、

計２４０トンになると見込まれる。 

  ③ 通信機器 

 別添資料１、３及び１１のような取り組みにより、通信機器に使用される小形二

次電池については、９９年度の回収量がニカド電池１９４トン、ニッケル水素電池

２７トン、リチウムイオン電池８２トン、小形シール鉛蓄電池４トン、計３０７ト

ンであるところ、２００５年度にはニカド電池１３４トン、ニッケル水素電池３５

トン、リチウムイオン電池２１６トン、小形シール鉛蓄電池６トン、計３９１トン

になると見込まれる。 

  ④ 防災機器 

 別添資料４及び５のような取り組みにより、防災機器に使用される小形二次電池

については、９９年度の回収量がニカド電池２４８トンであるところ、２００５年

度にはニカド電池４３５トンになると見込まれる。 

  ⑤ 雑貨その他 

 別添資料６～１０のような取り組みにより、雑貨その他に使用される小形二次電

池については、９９年度の回収量がニカド電池７４トン、ニッケル水素電池０トン、

リチウムイオン電池１トン、小形シール鉛蓄電池１１０トン、計１８５トンである

ところ、２００５年度にはニカド電池１２８トン、ニッケル水素電池６８トン、リ

チウムイオン電池３トン、小形シール鉛蓄電池１０４トン、計３０３トンになると

見込まれる。 
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 したがって、全体としては、９９年度の回収量がニカド電池１，１８３トン、ニッ

ケル水素電池７２トン、リチウムイオン電池１９５トン、小形シール鉛蓄電池１５７

トン、計１、６０７トンであるところ、２００５年度にはニカド電池１，３２０トン、

ニッケル水素電池２５０トン、リチウムイオン電池６２０トン、小形シール鉛蓄電池

１５２トン、計２，０９２トンになると見込まれる。 

 

(2) 回収率について 

回収率の算出方法については、現時点では国際的に統一されたルールがなく各国に

よって算出方法が異なっている。現在、ＯＥＣＤにおいて、統一的な算定方法のあり

方についての議論が進められているところである。 

 我が国においては、現在、電池工業会においてニカド電池の回収率を算出するにあ

たり以下の算出式を使用している。 

 

        α年度におけるニカド電池の回収量 

       α年度におけるニカド電池の排出見込量注 

注：α－８年度におけるニカド電池の国内流通量（国内生産量から単体輸出分、

間接輸出分を控除）を基に算出。 

 

 これを基にすると、他の小形二次電池の回収率の算出方法は以下のとおり。 

 

       α年度における小形二次電池の回収量 

      α年度における小形二次電池の排出見込量注 

注：それぞれの小形二次電池毎に、過去の国内流通量（国内生産量から単体輸

出分、間接輸出分を控除）を基に算出。 

 

 しかしながら、電池工業会の調査によると、小形二次電池については、飲料容器、

生活必需品とは異なり、その処分時期が製品寿命との関連性を持たず、製品寿命後で

も大半が所有され、直ちには排出されないという傾向（退蔵性）が見られるところで

ある。退蔵性の要因としては、①比較的高価である、②大きくないので捨てないでお

いても場所をとらない、③比較的高価な製品に使用されている場合が多い、④使用頻

度がそれほど高いわけではない、⑤もう使えないのかどうかがわかりにくい、⑥捨て

たいがどこに持っていけばいいか分からない、などの理由が考えられる。したがって、

回収率の算定にあたっては、この退蔵性を勘案することが適当である。 

 なお、電池工業会では、退蔵性を考慮した回収率の算出方法について、ＯＥＣＤな

どにおいても提案しているところである。 

 退蔵性を勘案した回収率の算出式は、以下のとおり。 

 

        α年度における小形二次電池の回収量 

      α年度における小形二次電池の排出見込量（１－退蔵率） 

 

×１００ 

×１００ 

×１００ 
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 退蔵率は有用な概念であるが、具体的な退蔵率の算出にあたっては、各機器毎・使

用形態毎に退蔵率が異なることからそれぞれについての退蔵率の把握が必要であり、

また、定期的に退蔵性に係る実態調査を行うことが不可欠であるなど、その把握は必

ずしも容易ではない。退蔵率の算定にあたっては、消費者の理解に資するとともに、

定期的に検証し、容易に見直しを行いうるよう、簡便な算出方法であることにも配慮

する必要がある。 

 以上を踏まえ、回収率の算出方法については、従来の算出方法との整合性や、退蔵

率を考慮することの妥当性を踏まえつつ、引き続き適切な方法を検討することとする。 

 なお、退蔵率を考慮した場合の２００５年度における回収率は、(1)で述べた回収

見込み量を踏まえると、以下のとおりと見込まれる（ニカド電池及び小形シール鉛蓄

電池については、回収量の伸びに比べ回収率の伸びが大きくなっているが、これはこ

れら小形二次電池に係る将来の排出量見込みが減少するためである。）。 

 

【参考１】退蔵率を考慮しない場合のニカド電池の回収率の推移 

１９９９年度 ２００５年度   

回収量(ﾄﾝ) 回収率(%) 回収量(ﾄﾝ) 回収率(%) 

ニカド電池 １，１８３ １９．８ １，３２０ ４５．０ 

 

【参考２】退蔵率を考慮した場合の小形二次電池の回収率の推移 

１９９９年度 ２００５年度   

回収量(ﾄﾝ) 回収率(%) 回収量(ﾄﾝ) 回収率(%) 

ニカド電池 １，１８３ ４５．０ １，３２０ ７８．０ 

ニッケル水素電池 ７２ ２０．０ ２５０ 注３５．０ 

リチウムイオン電池 １９５ ２０．０ ６２０ 注４０．０ 

小形シール鉛蓄電池 １５７ ５５．１ １５２ ８０．４ 

計 １，６０７ ４０．０ ２，０９２ ５０．５ 

  注：最終的な回収目標については、現在検討中である。 
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【参考３】退蔵率を考慮した場合の小形二次電池の回収率の推移（グラフ） 

 

 

 

     ニカド電池                  ニッケル水素電池 

 

 

    リチウムイオン電池               小形シール鉛電池 

 

出典：電池工業会の統計を基に作成 


